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序文 

 

本報告書の発行に際しては、全世界が新型コロナウイルスのパンデミックの渦中にあり、各

国が人命及び生計の両方のコストに直面している状況である。本報告書は、国際比較プログラ

ム（ICP）の 2017 年サイクルの最新の結果を示すとともに、このパンデミックが発生する前

の世界経済の見通しを提供するものである。2017 年 ICP の結果は、新型コロナウイルス発生

以前の世界経済の規模の重要なベンチマークとして機能し、そこから世界中の様々な国への経

済的影響を測定するものである。 

 2017 年には、米国及び中国が世界で 2 つの最大の経済であり、合わせて世界経済の３分の

１を占めた。３番目に大きな経済であるインドは、世界の国内総生産（GDP）の約 7％を占め

ている。市場為替レートではなく購買力平価（PPP）を使用して測定すると、世界経済は、高

所得経済と中所得経済でほぼ均等に分割され、低所得経済は世界の GDP のわずか１%を占め

るにすぎない。米国は引き続き、１人当たり消費が最高レベルの、購買力平価で約 45,000 米

ドルを有する経済であり、これは世界平均の４倍を超える。世界の人口の約４分の３が、１人

当たり平均所得及び消費がそれぞれの世界平均である 16,596 米ドル及び 10,858 米ドルを下

回る経済に住んでおり、国を超えた不平等が続いている。 

 ICP は、世界経済の PPP を推計するために価格及び支出の比較データを収集する、世界的

な統計イニシアティブである。PPP は、国連の持続可能な開発目標—特に貧困と格差、農業、

保健、教育、エネルギーと排出、労働、及び研究開発に焦点を当てた目標に向けた進捗状況を

モニタリングするために利用されている。PPP は、その他の経済の社会経済的発展に関する

国際指標でも使用されている。いくつか例を挙げると、極度の貧困の終息を図り、2030 年ま

でに繁栄の共有を促進するという世界銀行の２つの目標、国連の人間開発指数、世界経済フォ

ーラムの国際競争力指数、ゲイツ財団のゴールキーパーレポート、及び国際労働機関の国際賃

金レポートがある。国際復興開発銀行及び国際通貨基金（IMF）は、いずれも、購買力平価で

の GDP に基づき株式保有及び引出権を決定している。 

 ICP は、2017 年サイクルに 176 の経済が参加した、世界最大のデータ収集の試みの１つで

ある。同時に、ICP は、2018 年に 50 周年を迎えた最も長く続いているプログラムのひとつで

あり、国連統計部及びペンシルベニア大学の国際比較ユニットによって主導され、フォード財

団及び世界銀行によって財政的に支援される、地味な研究プロジェクトから成長してきたもの

である。 

 今日、ICP が円滑に実施されているのは、国家統計機関、地域機関、及び国際機関の緊密な

協力によるものである。このパートナーシップが、強力なガバナンス構造、広範な能力開発プ

ログラム、及び野心的な研究課題とともに、プログラム及びその結果が影響力を持ち続け、そ

の構成員及び利用者に対して適切であり続けるとともに、絶え間なく変化する世界及びそのダ

イナミックな経済を反映し続けることを保証するものである。 

 今後、ICP は、我々の日々の消費だけでなく、これらの財及びサービスを購入するための販

路及びプラットフォームにおいて、世界中で起こっている購買習慣の急速な変化を反映するこ
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と、並びに従来の調査をスキャナーデータや Web スクレイピングなどの新しいデータソース

で補完することによって、利用者の需要及び今後 10 年の課題の両方を満たすように進化する

ものと我々は予想している。また、我々は、どの国も置き去りにすることがないよう、プログ

ラムへの参加が増えることを期待している。これは特に、脆弱な国や紛争や暴力の影響を受け

ている国に当てはまる。我々は、これらの国々が 2017 年 ICP の能力開発活動に参加できるよ

うに努めており、今後の ICP サイクルに参加することを期待している。 

 PPP の基盤となる広範な調査及びデータ収集を実施した参加経済に謝意を表する。2017 年

ICP の成功に貢献したパートナー機関、すなわちアフリカ開発銀行、アジア開発銀行、国際通

貨基金、独立国家共同体国家間統計委員会、経済協力開発機構、欧州連合統計局、英国国際開

発省、国連ラテンアメリカ・カリブ経済委員会、及び国連西アジア経済社会委員会にも感謝す
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のような成功を収めることはなかったであろう。 

 2017 年 ICP の結果は、これまで開発されてきた中で最良の手法を用いて、入手可能な最も

包括的な価格及び国民経済計算の支出データに基づいている。我々は、2017 年 ICP 結果の利

用者が本報告書を有益であると判断し、また、本報告書が比較分析や政策立案における調査に
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 時の経過とともに、ICP は、その世界的なパートナーシップの努力を通じて、主要な「公共
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略語一覧 

 

ADB（Asian Development Bank）：アジア開発銀行 

AfDB（African Development Bank）：アフリカ開発銀行 

AFRISTAT（Economic and Statistical Observatory of Sub-Saharan Africa）：サハラ以南の

アフリカの経済統計観測所 

AIC（actual individual consumption）：現実個別消費 

CAR（country approach with redistribution (procedure)）：国別アプローチ・再分配（手続） 

CARICOM（Caribbean Community）：カリブ共同体 

CEP（consumption expenditure of the population）：人口の消費支出 

CIS（Commonwealth of Independent States）：独立国家共同体 

CIS-STAT（Interstate Statistical Committee of the Commonwealth of Independent States）：

独立国家共同体国家間統計委員会 

COFOG（Classification of the Functions of Government）：政府の機能分類 

COICOP（Classification of Individual Consumption According to Purpose）：個人消費の目

的別分類 

COMECON（Council for Mutual Economic Assistance）：経済相互援助会議（コメコン） 

COMESA（Common Market for Eastern and Southern Africa）：東南部アフリカ市場共同体 

COPNI（Classification of the Purposes of Nonprofit Institutions Serving Households）：世

帯にサービスを提供する非営利団体の目的の分類 

CPA （ Statistical Classification of Products by Activity in the European Economic 

Community）：欧州経済共同体における活動別生産物統計分類 

CPD（country product dummy）(method)：カントリー・プロダクト・ダミー（法） 

CPD-W（country product dummy-weighted）(method)：加重カントリー・プロダクト・ダミ

ー（法） 

CPI（consumer price index）：消費者物価指数 

CV（coefficient of variation）：変動係数 

DECDG（Development Data Group (World Bank)）：開発データグループ（世界銀行） 

DFID（Department for International Development）：国際開発省（英国） 

ECOSOC（United Nations Economic and Social Council）：国連経済社会理事会 

Eurostat （Statistical Office of the European Union）：欧州連合統計局 

FISIM（financial intermediation services indirectly measured）：間接的に計測される金融

仲介サービス 

f.o.b.（free on board）：本船渡し 

FOC（UNSC Friends of the Chair group）：UNSC 議長の友人グループ 

GCL（global core list）：グローバルコアリスト 

GDP（gross domestic product）：国内総生産 
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GEKS（Gini-Éltető-Köves-Szulc (method)）：GEKS（法） 

GFCF（gross fixed capital formation)：総固定資本形成 

GNI（gross national income）：国民総所得 

IACG（Inter-Agency Coordination Group）：機関間調整グループ（ICP） 

ICP（International Comparison Program）：国際比較プログラム（1990 以前の国際比較プロ

ジェクト） 

IMF（International Monetary Fund）：国際通貨基金 

ISO（International Organization for Standardization）：国際標準化機構 

n.e.c.（not elsewhere classified）：他に分類されない 

NPISH（nonprofit institution serving households）：対家計非民間営利団体 

OECD（Organisation for Economic Co-operation and Development）：経済協力開発機構 

OEEC（Organisation for European Economic Co-operation）：欧州経済協力機構 

PLI（price level index）：価格水準指数 

PPI（producer price index）：生産者物価指数 

PPP（purchasing power parity）：購買力平価 

SAR（special administrative region）：特別行政区 

SDGs（Sustainable Development Goals）：持続可能な開発目標 

SHA（System of Health Accounts）：国民保健計算体系 

SNA（System of National Accounts）：国民経済計算体系 

SPD（structured product description）：構造的な生産物記述書 

TAG（Technical Advisory Group）：ICP 技術諮問グループ 

UNESCO（United Nations Educational, Scientific, and Cultural Organization）：国連教育

科学文化機関（ユネスコ） 

UNSC（United Nations Statistical Commission）：国連統計委員会 

UNSD（United Nations Statistics Division）：国連統計部 

UNSO（United Nations Statistics Office）：国連統計局 

UN-ECLAC （ United Nations Economic Commission for Latin America and the 

Caribbean）：国連ラテンアメリカ・カリブ経済委員会 

UN-ESCWA（United Nations Economic and Social Commission for Western Asia）：西アジ

ア経済社会委員会 

VAT（value added tax）：付加価値税 

WDI（World Development Indicators）：世界開発指標 

XR（market exchange rate）：市場為替レート 

 

特に明記されていない限り、ドル表示の金額は全て米ドルである。 

 


